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Ａ．研究目的 

頚椎後縦靱帯骨化症では、脊髄圧迫が緩

徐に進行するため、時に高度な脊髄圧迫に

もかかわらず麻痺は軽度な症例が存在する。

このような症例に対して、どこまで保存療

法を行い、どのタイミングで手術適応を考

慮するべきかに関してはいまだ意見の一致

を見ていない。従来の MRI では、脊髄内の

投射路に関する情報はほとんど得られず、

脊髄圧迫と麻痺の程度が相関しないことも

これまでの治療上の問題点の 1 つである

（下図）。 

 

拡散テンソル投射路撮影(DTT)は、生体構造

内の水分子の拡散の異方性に着目して可視

化した新しいイメージング法である。我々

は、過去にサル脊髄損傷モデルや、慢性脊

髄圧迫モデルマウスを用いて、脊髄損傷や

脊髄症におけるDTTの有用性を報告してき

た(Fujiyoshi et al., J Neurosci 2007, Takano et 

al., Spine 2012)。即ち、DTT の tract/fiber 比

(TFR)と残存神経線維数、MRI の狭窄率と運

動機能評価はそれぞれ有意な相関があるこ

とを報告してきた。そこで、本研究の目的

は、頚椎後縦靱帯骨化症の患者に対して、

術前のDTT画像と術前後の麻痺改善度の比

較から、DTT が術前の予後予測や手術治療

のタイミング判定に有用であるかどうかを、

多施設前向き研究によりその臨床的意義の

検証を行うことである。 

 

H28 年度までの本研究班（平成 26-28 年度）

において、我々は単一施設での 32 名の頚椎

後縦靱帯骨化症患者に対する頚椎DTT撮像

を 1.5TeslaMRI により行い、後縦靱帯骨化

症に伴う頚髄麻痺において、DTT から得ら

れた TFR は術前患者の麻痺を表す JOA 

score と正の相関をなし、狭窄率とも密接に
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関わっていることを示した。TFR と術後

JOA 改善率との間にも正の相関があること

から、術前 DTT は術前患者の予後予測にも

有用であると考えられた。また近年、より

高磁場で解像度の高い 3TeslaMRI が普及し

つ つ あ る こ と か ら 大 学 間 で 異 な る

3TeslaMRI 装置間での撮像方法・シークエ

ンスの統一を行った。H29 年度に多施設前

向き研究が可能となる環境調整を終えた

（下図）。 

 

昨年度より同３Tesla機器での多施設前向

き研究を開始し、東京医科歯科大学、千葉

大学、富山大学、慶応大学、京都大学、滋

賀医科大学、名古屋大学の 7 大学にて各大

学間で確立された DTT 撮像法を用いて、実

際に手術を行う頚椎後縦靭帯骨化症患者さ

んで術前 DTT 撮像を行い、術前の DTT 各

パラメータと術後改善度との相関解析を行

い、DTT の有用性について検証を行ってい

る。 

Ｂ．研究方法 

上記７大学において、それぞれの MRI を

用いて頚椎後縦靭帯骨化症で手術を受けら

れる患者さんの術前 DTT 撮像を行う。術式

については各施設の裁量で選択・決定を行

う。術前に従来の診療で撮像する頚椎 Xp

前後屈像、単純 CT、ルーチンで撮像する

MRI に加え DTT 撮像を追加した。DTT 撮

像には約 5 分間の撮像時間の追加を要し、

DTT 撮像タイミングは術前の横断 1 点のみ

とした。術前臨床データとして身体所見・

神経学的所見、JOA-CMEQ、JOA スコアを

各施設で統一して計測し、得られた画像と

の相関を解析した。 

 

（倫理面での配慮） 

本研究は、慶應義塾大学医学部倫理委員会

における厳正なる審査を受け、承諾済みと

なっている。その後、東京医科歯科大学、

千葉大学、富山大学、京都大学、滋賀医科

大学、名古屋大学での倫理申請が承認され

ている。従来の頚椎 MRI 撮像時間に加えて

約 5 分間の追加撮像時間を要するため、す

べての患者に対して、本研究の意義を充分

に説明し、書面にて同意を頂き、了承され

た上で行っている。 

  

Ｃ．研究結果 

平成 30 年 12 月時点で合計 58 例の撮像を終

えている（下図）。 

 

 本研究にエントリーされた 58 例の術前

DTT について解析を行った。 

 

その結果、 
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上図の様に、全症例を含んだ相関解析では

高い相関係数は得られてはいないが、各大

学のデータの傾向は、大学にかかわらず同

じ傾向となった（DTT パラメータ：λ1 お

よび FA が、術前 JOAsocre と正の相関を示

す。）。前向き研究を開始して、術後 1 年フ

ォローにまだいずれの症例も達していない

ため、逐次術後の臨床パラメータの集積を

進め、引き続き解析を継続する予定である。 

Ｄ．考察、 

今回の検討により、大学間のデータのキ

ャリブレーションが必要であると考えられ、 

 
 検者内、検者間誤差、機種間誤差を最小

限にするオープンソースライブラリ 

：Spinal cord toolbox 

(https://sourceforge.net/projects/spinalcordtoolb

ox/ 

を用いより確実な解析を今後試みる予定で

ある。各パラメータと術後成績との関連、

更には骨化型ごとの傾向が判明すれば、

DTT が手術適応のタイミングの指標とし

て活用できる可能性があると考えており、

引き続き症例を重ね前向き研究を推進し

たい。 

 

Ｅ．結論 

頚椎後縦靱帯骨化症の麻痺重症度・術

後の予後予測判定に DTT は有用である可

能性が示された。引き続き多施設共同前向

き研究を進め、術後 1 年経過時の臨床デー

タを集積し術後改善率との相関解析を行い、

頚椎後縦靭帯骨化症の新たな手術適応のタ

イミング指標としてのDTTの有用性を検証

する予定である。 
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